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Ⅱ 攻めの農林水産業 ～東北における先進事例～ 

 
農林水産省では、生産現場の潜在力を引き出し、その活性化を図り、農林水産業の中

期的な展望を切り開く観点から、平成 25(2013)年１月 29 日に農林水産大臣を本部長とす

る「攻めの農林水産業推進本部」（以下「攻め推進本部」という。）が設置されました。

また、平成 25(2013)年５月 21 日には農林水産業・地域が将来にわたって国の活力の源と

なり、持続的に発展するための方策を地域の視点に立って幅広く検討するため、内閣に、

「農林水産業・地域の活力創造本部」（以下「活力創造本部」という。）が設置されま

した。 

攻め推進本部と活力創造本部は、攻め推進本部での検討の結果が活力創造本部へ報告

され、また活力創造本部での検討・協議の結果を攻め推進本部において施策に反映させ

る等密接な関係にあります。 

第 4 回活力創造本部（平成 25(2013)年８月８日）では、本部長である総理大臣から若

者たちが希望の持てる「強い農林水産業」、「美しく活力ある農山漁村」を創り上げ、

その成果を国民全体で実感できるものとするための検討課題について指示があり、総理

大臣指示を踏まえた検討の結果、第 9 回活力創造本部（平成 25(2013)年 11 月 26 日）に

おいて「『攻めの農林水産業』のための農政の改革方向（案）」が提示されるとともに、

日本型直接支払制度の創設、経営所得安定対策、水田フル活用と米政策の見直しなどの

「制度設計の全体像」が決定されました。平成 25(2013)年 12 月５日には「農地中間管理

機構関連２法」が成立し、第 11 回活力創造本部（平成 25(2013)年 12 月 10 日）において

今後の農政のグランドデザインとして、「強い農林水産業」、「美しく活力ある農山漁

村」を創り上げるため、「農林水産業・地域の活力創造プラン」がとりまとめられまし

た。  

 攻め推進本部では、農林水産大臣の指示に基づき、全国各地から 184 の先進事例を「現

場の宝」として収集するとともに、その横展開を図る観点から、産業政策と地域政策を

車の両輪として①生産現場の強化、②需要フロンティアの拡大、③需要と供給をつなぐ

バリューチェーンの構築、④多面的機能の維持・発揮の４つの柱として検討を進めまし

た。その検討の成果は、第 9 回攻め推進本部（平成 25(2013)年 12 月 11 日）において、

「『現場の宝』をみがき、活力ある農林水産業の実現を目指して－攻めの農林水産業推

進本部とりまとめ（重点事項）－」として、今後の「攻めの農林水産業」を推進し、日

本再興戦略で示された「農業・農村全体の所得の倍増」に向けた取組を推進するための

８つの重点分野における 13 の重点事項として明示されました。 

 今後、「農林水産業・地域の活力創造プラン」、「『現場の宝』をみがき、活力ある

農林水産業の実現を目指して－攻めの農林水産業推進本部とりまとめ（重点事項）－」

に基づき、「農業・農村全体の所得の倍増」に向けた取組を推進していくこととします。 
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東北農政局では、攻め推進本部の設置に対応し、東北農政局長を本部長とする「東北

農政局攻めの農林水産業推進本部」（以下「東北攻め推進本部」という。）を平成 25(2013)

年２月４日に設置し、平成 26(2014)年３月 31 日までに 53 回開催しました。東北攻め推

進本部では、管内各県、市町村、関係者との意見交換を行う等により現場の声を聞き、

現行制度の運用実態、現場のニーズや事例の収集を行うとともに、これらの情報につい

て本省への情報提供を行いました。さらに、県、市町村、関係団体との意見交換及び今

般の施策の見直し（４つの改革：農地中間管理機構の創設、経営所得安定対策の見直し、

水田フル活用と米政策の見直し、日本型直接支払制度の創設）に関する説明会の開催等

の取組を行ってきました。 

 

以下に活力創造本部や攻め推進本部において、主要なテーマとして検討が進められて

きた医福食農連携の取組の中から、東北農政局においても相談窓口を設置し、支援に取

り組んでいる「農業分野における障害者就労支援の取組」をテーマとして事例を紹介す

るとともに、東北攻め推進本部で事例収集し、攻め推進本部に報告した医福食農連携の

取組事例の中から代表的なものについて紹介します。 
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１ 農業分野における障害者就労支援の取組事例 

事例１ 

１ 概要 

① 取組の経緯 

・青森県三八地域県民局地域農林水産部では、障害者の農業

就労の促進を図るため、平成 23(2011)年度から「三八地域

障害者農業就労促進事業」(県単事業、平成 23(2011)～

24(2012)年度)を実施し、その活動支援や情報交換の場とし

て管内７市町村をエリアとする農業・福祉・教育・行政が

連携した「三八地域障害者農業就労促進ネットワーク」（農

業関係４団体、福祉関係５団体を含む 15 の機関で構

成。）を設立しました。 

・平成 25(2013)年度からは、２か年の成果を踏まえ「県

南地域障害者農業就労加速事業」(県単事業、平成

25(2013)～26(2014)年度)を開始し、行政主導型から自

立した農・福連携活動が展開できる体制の整備に向け

て、ネットワーク事務局を県から特定非営利活動法人

八戸地域障害者職親会に引き継ぎ、障害者の農業就労

支援に取り組んでいます。   

 

② 取組の特徴 

・平成 23(2011)～24(2012)年度に実施した三八地域障害

者農業就労促進事業では、ネットワークを通じて障害

者の農業就労に関する情報収集、農家に対する啓発活

動、福祉施設が農業に就労するための研修等を実施し

てきました。 

・平成 25(2013)年度は、これまでの活動から得た課題の

解決のための取組として、①障害者用の事例集の作成、

②障害者が産直施設、加工施設でできる作業や福祉施

設へ持ち込んでできる作業の検討、③障害者就労により生産された農作物等の販売促

進などに取り組みました。 

・農業者と障害者の共生（ともいき）関係の構築を目指し、障害者就労モデルの実証（マ

ッチング）等に取り組んだ結果、初年度は 3 日間モデル（1 日 4 時間の作業で 3 日間）

事例１ ネットワークを通じた障害者農業就労支援 

  青森県三八地域県民局地域農林水産部（青森県三八地域） 
 

■「農」・「福」連携推進検

討会の様子 

■食用ギクのほかし作業 
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で 5 戸の農家が受入れ、延べ 15 人の障害者が農作業を実施しました。平成 25(2013)

年度には、3 日間モデルで 20 戸の農家が受入れ、延べ 60 人の障害者が農作業を実施

したほか、新たな障害者就労モデル（1 日モデル、長期モデル、持ち込みモデル）の

実証にも取り組み、新たなモデルでは９戸の農家が受入れを実施するなど、受入れ戸

数や作業内容が大きく広がりました。農作業に取り組んだ障害者からは「楽しかっ

た」、「もっとやっていきたい」等の声が聞かれるなど、今後、農業分野での就労拡

大が期待されています。 

 

２ 今後の展望と課題 

・ネットワークを通じた受入農業者の確保と障害者農業就労の拡大を図るためには、本

ネットワークが情報発信の核として発展していく必要があります。また、県の事業が

終了した後（平成 27(2015)年度以降）のネットワークの活動について、継続できる

体制を作ることが課題となっています。 
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事例２ 

１ 概要 

① 取組の経緯 

・株式会社上山農園は、100ha の農地でレタスやキャベツな

どの生産を行っており、昭和 58(1983)年から中山地区の障

害者支援施設の障害者 15 名程度を作業実習生として受入

れてきました。 

・平成 18(2006)年の障害者自立支援法施行を契機に、中山地

区に地域活動支援センターを開設することとなったことか

ら、上山農園が主体となって、この役割を担う組織として

特定非営利活動法人きらぼし（以下「きらぼし」という。）

を平成 19(2007)年に設立しました。 

・障害者の生活の安定を図ることを目的に、平成 25(2013)年６月に「就農継続支援Ａ

型事業所」となり、現在７名の障害者を雇用して、上山農園に４名、中山地区の農家

１戸に３名を派遣しています。 

 

② 取組の特徴 

・障害者は、収穫したレタスなどの箱詰めや運搬などの

補助作業に携わっています。 

・民間の助成を受けて、障害者が農家で働ける仕組みを

つくるコーディネーター事業を行っています。 

・コーディネーター事業では、きらぼし以外の就労支援

施設に通所している障害者と労働力を必要としている

農家とのマッチングを行っています。 

 

２ 今後の展望と課題 

・農作業は春から秋の作業が中心であり、通年雇用に結びつけるために、冬場の作業確

保が課題となっています。障害者にとって楽しく魅力ある仕事を作っていきたいと考

えています。 
・中山地区では、地域に暮らす障害者が高齢化し、障害の重い障害者も多いことから、

農作業をできる障害者が限られてきているため、精神障害者の短時間労働も視野に入

れつつ、近隣の町に暮らす障害者の就労の場と農家の労働力の確保に向け、就労支援

に取り組んでいます。 

  

事例２ 「きらぼし」と「上山農園」との連携による農と福祉の発展 

  特定非営利活動法人きらぼし（岩手県一戸町） 
 

■キャベツの収穫作業 
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事例３ 

１ 概要 
① 取組の経緯 

・障害者をもつ地元の親御さんからの話や他県の障害者就労

支援の会社を見学したこと、また、社長自身も行政機関で

農政関係の仕事をしていたことから、農業を基軸とした福

祉を考え、障害者就労支援のための株式会社「鳥海フォス」

を平成 22(2010)年７月に設立しました。 

 

② 取組の特徴 

・現在、20 代から 60 代まで、約 30 人の障害者を雇用してお

り、障害者は菌床しいたけ、水田、畑（馬鈴薯、ナス、

トマト、キュウリ、キャベツ、ニンニク）の農作業に従

事しています 

・収穫した農作物は、学校給食との年間契約、養護施設へ

の卸し売り、近隣の一般住戸への訪問販売のほか、直売

所「やまびこ」での販売もしており、５月に開催する周

年日には、多くの売上げがあります。 

・訪問販売は、あいさつや対話、釣り銭の計算など、一般

人としてのマナーを覚えてもらうための方法としても

効果を発揮しています。 

・農作業については、日々の達成感を大事にしながら作

業をしています。 

・施設外就労として、近隣の園芸農家３戸の作業を手伝

っているほか、造園業者の薪割りや冬期間の除雪など、

可能な作業は何でも経験してもらっています。 

・農家への就農事例はありませんが、自動車関係や飲食

関係への就労実績があります。 

 

２ 今後の展望と課題 

・地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用

促進に関する法律（六次産業化・地産地消法）の事業計画に基づいて、攻めの加工に

取り組んでいきたいと考えています。 

事例３ ６次産業化の取組を通じた障害者農業就労支援 

  株式会社鳥海フォス（秋田県にかほ市） 
 

■菌床しいたけの栽培状況 

■いちじくの栽培状況 
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・いちじくは３年前に植栽した約 50 本が今年は数多く実をつけると考えており、更に

今年植栽した 200 本を加えて、今後、いちじくの生産を拡大していきたい。 

・いちじくの農作業は手作業が多いので、障害者の雇用拡大につながると考えています。 

・今後は、農地中間管理機構を活用して、大規模な農地集約などを目標にして取り組ん

でいきたいと考えています。 
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事例４ 

１ 概要 

① 取組の経緯 

・昭和 63(1988)年に小規模作業所として開所し、平成

15(2003)年に法人化しました。 

・障害者の就労機会の確保と工賃アップを図るため、リサイ

クル事業を展開する一方、法人化以前からブルーベリーの

生産に取り組んでおり、「土や自然に親しむような事業を

やりたい」という石川理事長の思いから、平成 23(2011)年

から日本短角種、みらい地鶏の飼育販売を開始しました。

平成 26(2014)年には「やまがた地鶏」の飼育を開始すると

ともに、やまがた地鶏振興協議会にも加盟して「やまがた

地鶏」の生産拡大に取り組んでいます。 

 

② 取組の特徴 

・日本短角種は、現在 12 頭を飼育し、一貫生産に取り組

んでいます。また、やまがた地鶏 200 羽(平成 26(2014)

年４月時点)を飼育し、年間で延べ 1,000 羽の飼育を目

標にしています。将来的には延べ飼育羽数を 1 万羽ま

で増やしたいと考えています。 

・地鶏の飼料はリサイクルにこだわり、玄米、米ぬか、

パンくず、魚粉、おから等を原料としたエコフィード

を自家製造し、市販飼料と混合して地鶏に給与してい

ます。 

・公益財団法人の助成を受けて、飼料の品質と鶏肉の生産性に関する研究を進め、研究

結果は他の養鶏農家や障害者施設に広く公開しています。 

・１ha の農地を活用したブルーベリー、大豆、原木しいたけなどの生産に加え、新た

に 80a の水田を取得し、生産拡大を図っています。また、山形県の「春まき作たまね

ぎの実証研究」に取り組み、春まき作たまねぎの産地づくりにも貢献しています。 

・畜舎及び畑での作業には、常時３名の障害者と２名の職員が携わっており、日本短角

種、地鶏の給餌や農産物の播種、収穫などの作業を行っています。人手がかかる作業

のときは、リサイクル工場で作業している障害者の応援を受け、10～15 名の障害者

が作業することもあります。 

事例４ 障害者の働く場の確保と地域農畜産業の振興に向けて 

  社会福祉法人月山福祉会（山形県鶴岡市） 
 

■給餌作業風景 
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２ 今後の展望と課題 

・農畜産物は販売先の拡大が課題となっていることから、地域の農家と連携して取り組

みたいと考えています。また、東京都にある庄内地方特産品のアンテナショップとも

連携して、販売拡大に取り組んでいきたいと考えています。 

・将来的には鶏肉の解体処理や加工まで出来る体制を整備したいと考えています。 

・障害者の就労は、障害の程度などに応じて携える作業が異なることから、障害者就労

サービスのメニューを増やし、障害者それぞれにあった作業で就労支援を進めること

としています。 

・生産規模の拡大による収益性の向上を図り、障害者をはじめ社会的弱者の雇用を拡大

していくことを目標としています。 
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 事例５ 

１ 概要 

① 取組の経緯 

・平成 16(2004)年に地域で生活する精神障害者の日常生活を

サポートするための「生活支援センターこころん」を設立

しました。また、18(2006)年に就労支援施設として直売所

＆カフェ「こころや」を開設し、さらに、23(2011)年４月

には特定非営利活動法人から社会福祉法人となって、同年

５月には「こころん工房」を開設し、障害者の就労支援に

取り組んでいます。 

 

② 取組の特徴 

・熊田施設長は、精神障害者の生活を見ていると食生活

にも原因があるのではないかと考え、障害者の病気の回

復に役立てるために、自然の力を活かした農業に取り組

み、食べることを中心に事業を進めています。「自分達

の食べる物は自分達の手で作る」ことを基本に、10 年

前から障害者就労支援（多機能型事業）に循環型農業を

取り入れてきました。 

・障害者の主な作業の種類は、約１ha のほ場で少量多品

目(50～60 品目)の野菜を 10 名の障害者で栽培したり、約 2,000 羽(平成 26 年４月時

点)の養鶏場で２名の障害者が作業したりと多岐に渡っています。 

・そこで生産された農産物を主体に魚粉、貝殻、米ぬか等の飼料を使用した卵（海源卵
かいげんらん

）

は、約 70 坪の加工施設「こころん工房」で 10 名の障害者の手作業によって各種加工

品（主にプリン、パウンドケーキ、クッキーなどの 17 種類のお菓子等）が作られ、

直売所や移動販売車等で販売されています。 

・これらの作業は、すべて障害者が行っており、「障害

者が自ら仕事を行うことにより達成感を味わい、それ

が生きていく上での自信につながっていく」と話され

た関根氏(こころんファーム担当職員)の声には、一段

と力が入っていました。 

・「こころや」では工房で作った加工品のほか、地域の

農家が生産した農産物や地域の食品会社が製造する味

事例５ 農業生産を通じた障害者就労支援の促進  

社会福祉法人 こころん（福島県泉崎村） 
 

■野菜の苗を移植する作業 

■「こころん工房」での作業 
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噌・醤油・菓子等を販売しており、「新鮮で値段も安くて美味しい」とお客さんに好

評で、固定客も多いとのことです。また、移動販売車は、買物に不自由している高齢

者や震災避難者の仮設住宅などへも訪問しており、商品を届ける際に情報を届けるな

どコミュニケーションが図られており、障害者の評判がすごくよいとのことです。 

 

２ 今後の展望と課題 

・エネルギー自給型地域ブランドの挑戦として、野菜等

の食品残さを活用したバイオプラントの設立を目指し

ており、その液肥を利用した農産物の生産、食品残さ

や廃棄されるシイタケの菌床を活用した堆肥や液肥づ

くり、バイオガスプラントの研究（ハウスの熱源に利

用）、有機野菜のブランド化と販路拡大を目指したい

と考えています。 

・現在、畑が約１ha（借地）、ハウス２棟ですが、農地

取得等を考慮し農業法人のメリットについて検討して

いくこととしています。 

 

  

■直売所＆カフェ「こころや」 
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 事例６ 

１ 概要 

① 取組の経緯 

・株式会社山形包徳は、清掃業務に障害者を雇用しているビル

管理会社です。これまで障害者雇用の拡大を検討してきまし

たが、清掃業務は委託先事業主の理解が必要であり、なかな

か進まない状況にありました。 

・このような時に、全国的に耕作放棄地が増加していることを

ニュース等で知り、障害者雇用の安定化と拡大のための自主

事業として農業に着目しました。 

・当初は、土地利用型農業を考えていましたが、農地の借り入

れができなかったことや、降雪により冬期間の収入確保が困

難であることなどから、周年栽培が可能な水耕栽培事業を計

画しました。 

・平成 24(2012)年 12 月に完全人工光型植物工場事業に参

入し、平成 25(2013)年１月には街なか野菜工場「フレ

ッシュファクトリー」を開設しました。更に平成

25(2013)年 11 月には新たな事業所を増設し、これまで

生産を行ってきた通常栽培野菜に加えて、機能性野菜

（低カリウム野菜）の栽培を開始しました。 

 

② 取組の特徴 

・街なか野菜工場「フレッシュファクトリー」は、水耕

栽培に対して市民に理解を深めてもらうことや障害者の通勤の利便性を考慮し、山形

市街地に賃貸物件を借受け、その室内へ設備導入しました。 

・現在は、２つの事業所へ 13 名の障害者が通勤し、午前９時から午後３時まで野菜の

水耕栽培作業を行っています。繊細で正確性を求められる作業にも取り組んでいま

す。 

・野菜工場という屋内で天候に左右されない安定した作業環境や管理しやすい栽培スケ

ジュールなどにより、障害者にとって働きやすい環境となっています。 

・一定の経験から仕事に対する責任感も芽生え、得意分野の仕事に対しては、自らやり

たいとの積極的なアピールも見られます。 

事例６ 街なか野菜工場で障害者就労支援の取組 

 株式会社山形包徳（山形県山形市） 
 

■野菜工場で作業を行う障害

者の方々 
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・水耕栽培で生産している野菜はレタス、ベビーリーフ

などの葉菜類が中心であり、なかでも機能性野菜（低カ

リウム野菜）のレタスがメインとなります。 

・現在、通常野菜は、市内の旅館、ホテル、野菜専門店、

弁当屋等へ提供し、機能性野菜（低カリウム野菜）は、

人工透析を行っている病院へ提供しています。   

・機能性野菜については、今後は、インターネット通販、

野菜専門店等への提供も予定しています。 

 

２ 今後の展望と課題 

・機能性野菜（低カリウム野菜）の販路開拓がまだ不十分なことから、平成 25(2013)

年 11 月に増設したプラントの稼働率は約６割程度となっています。今後はフル稼働

に向けこれまで構築したネットワークの協力を得ながら販路拡大を図っていくこと

としています。 

・フル稼働に伴う労働力対策は、障害者を１名～２名程度増やし、土日も交代による勤

務とするほか、作業終了時間を障害者個別の状況を勘案し延長することを予定してい

ます。 

・今後、更なる需要が見込まれる場合には、山形市郊外に太陽光による水耕栽培事業を

計画したいと考えています。 

・電気料金の値上げ等を考慮した低コストの生産体制の検討と停電時に対応できる生産

体制の構築を図る必要があります。 

 

  

■野菜工場で育つレタス 
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 事例７ 

１ 概要 

① 取組の経緯 

・平成 26(2014)年１月、農業を通じた障害者雇用の推進と地

域社会の発展を目指し、松島町の農業従事者 25 名、株式会

社アイエスエフネット、印刷会社、農業資材会社など 10 社

の共同出資により、農業生産法人株式会社あすファーム松

島（以下「あすファーム松島」という。）が設立されまし

た。 

・生産規模は畑 1.1ha（うち施設 1,300 ㎡）で、野菜を中心

に作付けし生産及び販売活動を行っています。 

・障害者は、あすファーム松島との請負契約を結び、毎日３

人が仙台市等から電車で松島町に通勤し、依頼を受けた作

業内容を自分たちで計画し実行しています。 

 

② 取組の特徴 

・収穫された野菜は、アイエスエフネットグループが展

開するレストラン事業や地元ホテルで「朝取り野菜」

として販売されるほか、農産物宅配「東北ＥＧＡＯ（え

がお）便」として全国のお客様へ提供されています。 

・「東北ＥＧＡＯ（えがお）便」には、あすファームで

収穫し加工したかぼちゃペーストを原料に地元のお菓

子屋さんが作った「かぼちゃタルト」や、海産物をは

じめ地元松島の魅力ある産品を入れ、全国のお客様へ

届けています。 

・あすファーム松島では、設立当初から障害者の就労を

目指していたことから、農地の選定においては、隣接

した施設に障害者が作業中に体調不良となっても対応

できる休憩所や、農作業と電車通勤（プライベート）

のオン・オフをはっきりさせるための着替室、トイレ

を完備していることを必須としていました。 

・就労を始めた障害者の変化は大きく、睡眠薬がないと

眠れず、食事もとれない症状であった人が、体を動か

事例７ ６次産業化へ福祉と連携した取組 

農業生産法人 株式会社あすファーム松島（宮城県松島町） 
 

■農場に隣接する休憩所 

■作業を行う障害者の方々 
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すことにより体調面が安定し、睡眠薬の必要も無くなり食事もとれるようになりまし

た。現在は現場のリーダーとしてスタッフとのコミュニケーションをとれるようにな

り、やりがいを感じているようです。 

 

２ 今後の展望と課題 

・平成 26(2014)年は 1.1ha の畑での野菜生産に加え、1.5ha の田での水稲、大豆の生産

を行う予定です。 

・あすファーム松島は設立の段階から、町、農協、関係団体と連携して農業生産に取り

組んでおり、地元の農家からは地域の担い手として認められています。このため耕作

できなくなった農地の作業委託の依頼が農家や農業委員会からあり、今後も規模拡大

が進んでいくと考えられます。将来は、障害者の受入数を増やす予定のほか、障害者

の雇用も考えています。 

・農産物宅配「東北ＥＧＡＯ（えがお）便」は、平成 26(2014)年中に月 500～800 セッ

トの販売を目指すとともに、３年後には年間契約者数２千名を目指しています。 
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 事例８ 

１ 概要 

① 取組の経緯 

・平成 20(2008)年から事業の１つとして農業を取り入れ、

平成 21(2009)年からねぎの生産に取り組んでいます。 

・平成 24(2012)年に、ラーメンチェーン店株式会社幸楽苑

の食品リサイクルの取組で津軽地方が実証モデル地区と

なったことがきっかけとなり、弘前市の廃棄物処理業者

有限会社エコ・ネットが株式会社幸楽苑で出た食品残さ

を堆肥化し、その堆肥を活用して障害福祉サービス事業

所ワークショップ大鰐がネギを栽培しています。また、栽培したネギを株式会社幸楽

苑に出荷することにより、循環型リサイクルシステムを構築しています。 

 

② 取組の特徴 

・株式会社幸楽苑へのねぎの出荷量は、平成 24(2012)年

度に 3.8 トン、平成 25(2013)年度には５トンでした。

平成 26(2014)年度は約 50a で生産し、６～８トンの出

荷を目標にしています。 

・ねぎの生産を中心に、常時５人以上の障害者が農作業

に携わっており、播種、定植、収穫等の作業を行って

います。 

・平成 24(2012)年からはねぎの栽培に加え、地域のトマ

ト農家の請負作業にも取り組んでおり、トマトのホル

モン処理作業を行っています。平成 25(2013)年は３戸のトマト農家から依頼を受け

るなど、請負作業も拡大しています。 

・販売先の確保を図るため、外商担当の職員を配置しているほか、平成 22(2010)年か

ら平成 25(2013)年まで、県の事業を活用した「チャレンジド・ショップ運営協議会」

を弘前市内などの就労支援施設とともに立ち上げ、協議会メンバーの就労支援施設で

生産した商品（加工農産物や木工製品など）を注文に応じて取り寄せて販売する仕組

みを作りました。 

 

２ 今後の展望と課題 

・株式会社幸楽苑への出荷に加え、品質の良いねぎを生産することにより、スーパーや

事例８ 飲食店とタイアップした就労支援施設のネギ生産の取組 

  社会福祉法人 阿闍羅会 障害福祉サービス事業所ワークショップ大鰐

（青森県大鰐町） 
 

■循環型リサイクルシステム

によるネギ生産 
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ラーメン店などへの販路拡大を目指しています。 

・今後は、チャレンジド・ショップ運営協議会で培った他の就労支援施設との連携を強

化することにより、消費者のニーズにあった商品の種類と量を確保する体制への移行

を目指すとともに、将来的には、就労支援施設間の連携を県外にも拡大することによ

り、農産物の販売体制の強化を目指しています。 
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 事例９ 

１ 概要 

① 取組の経緯 

・特定非営利活動法人カシオペア障連（以下「カシオペア障

連」という。）は、二戸圏域（二戸市、軽米町、九戸村、

一戸町）の障害者団体など 20 団体で組織されています。 

・平成 21(2009)年に岩手県が開催した障害者施設を対象とし

た農業体験会に参加し、平成 22(2010)年からトマト農家１

戸への請負就労を開始しました。 

 

② 取組の特徴 

・カシオペア障連では、障害者の就労に適した作業を農

家での作業実習を通して設定するとともに、農作業の習

熟を図るため、請負委託農家、農作業サポーター、事業

所職員、障害者による情報交換会を開催してきました 

・これらの取組により、障害者の就労に対して農家から

も好意的な評価が得られる様になり、請負就労に結び

ついています。 

・平成 23(2011)年及び平成 24(2012)年に「農業と障がい者就労を考えるセミナー」を

開催し、取組状況を報告して障害者の農業就労への理解を深めました。 

・カシオペア障連が地元農協の生産部会へ参加することにより、作業依頼する農家も増

え、平成 23(2011)年は６戸、平成 24(2012)年からは９戸（トマト：５戸、ねぎ：１

戸、きゅうり：１戸、りんどう：２戸）の農家から依頼を受けています。 

・現在は約 15 名の障害者が請負作業に携わっており、作業にも慣れて自信をつけてお

り、また、農家に声をかけてもらうことで社会性が養われ、障害者のやりがいにもつ

ながっています。 

 

２ 今後の展望と課題 

・平成 25(2013)年から 15a の耕作放棄地を借りてトマトの生産を始め、生産したトマ

トを使った加工品の商品開発・製造、販売を目指しています。 

・二戸圏域の他の事業所に請負就労の取組が拡がっていないことが課題となっていま

す。請負就労を依頼したいと考えている農家は増えており、農家と事業所との連絡・

調整を担うコーディネーターの仕組みが必要と考えています。  

事例９ 農家の雇用需要と障害者の就労とのマッチングの取組 

   特定非営利活動法人カシオペア障連（岩手県二戸市） 
 

■トマトの葉かき作業 
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 事例 10 

１ 概要 
① 取組の経緯 

・舞台ファームグループでは、平成25(2013)年９月に障害者就労

継続支援A 型事業所一般社団法人ステージパス（以下「ステー

ジパス」という。）をグループ法人として受入れ、グループ全

体で農業分野への障害者就労支援に取り組んでいます。 

・舞台ファームグループの㈱みちさきでは、ステージパスと

業務請負契約を締結し、現在は常時５名の障害者が水耕栽

培設備のパネル洗浄やサンチュの収穫作業などを行ってい

ます。 

 

② 取組の特徴 

・農作業にはステージパスの職員が同行し、個人のアセスメ

ント（評価）を考慮し、障害者それぞれに個別支援計画書

を作成し、作業を試みています。 

・㈱みちさきが生産した野菜は大手スーパーなどで販売

されており、障害者は自分たちが生産に携わってでき

た野菜が何処でどのように販売され、食されているか

を「見える化」される事により、仕事の達成感ややり

がいを感じています。 

・現在、試験的にステージパスの施設内で農業以外の作業をしている障害者も、週２日、

㈱みちさきのトマト棟で、商品パッケージの組み立てや葉がき作業等を行っていま

す。その労働対価として㈱みちさきの野菜を仕入れ、ステージパスが入居している大

手企業の社員食堂で、月２回、コミュニケーションアグリ「チャレンジド・マルシェ」

を開催し販売しています。 

 

２ 今後の展望と課題 

・ステージパスでは雇用人数を増やしていくうえで、事業収入の拡大が課題となっています。 

・㈱みちさきでは障害者の作業人数や作業内容を増やし、就労の場を拡大したいと考えています。 

・舞台ファームグループでは、障害者のスキルアップを図り、グループ内での障害者雇

用や農業生産法人への就職につなげることを目指して、農業部門に特化した障害者カ

レッジの開設を考えています。  

事例 10 舞台ファームグループによる障害者の農業就労支援の取組 

株式会社舞台ファーム、株式会社みちさき（宮城県仙台市） 
一般社団法人ステージパス（宮城県多賀城市） 

■障害者のパネル洗浄作業風景 
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盛岡市 

 事例 11 

１ 概要 

① 取組の経緯 

・社会福祉法人岩手更正会緑生園は昭和 41（1966）年に岩手県内

第１号の民間の知的障害者自立支援更正施設（昭和 41（1966）

年開設）として設立され、400 名近くが一般就労し社会で活躍

しています。 

・平成 20(2008)年４月に就労継続支援Ａ型事業所「まめ工房・緑

の郷」を開業しました。 

 

② 取組の特徴 

・近隣農家等からの農地の賃貸借や農作業の受託で大豆と米を生産し、畑 11ha、水田

5.8ha に作業面積を拡大しました。 

・大豆、米以外にも草刈り、リンゴの剪定など、農家から農作業を受託しています。 

・自ら生産した大豆を主原料に県内産 100％で「手作り」・「安全」・「美味しい」を

信念に作った豆腐、膨張剤や添加物を一切使わない「油揚げ」、大豆と自家製米麹を

使った田舎味噌を加工製造するとともに、おからを使った惣菜や菓子も販売していま

す。 

 

２ 今後の展望と課題 

・周辺に使われていない農地があるため、賃貸借や農作業の

受託によりさらに面積を拡大します。 

・今後、連作障害を回避するためブロックローテーションを

実施します。 

・条件の良い農地は貸し手が少ないのが現状のため農地が点

在しています。 

・有機栽培面積を拡大し、顧客に安心して買ってもらえる商

品を提供します。 

 

 

 
  

事例 11 障害者が収穫・加工した豆腐等の販売 

まめ工房・緑の郷（岩手県盛岡市） 
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 事例 12 

１ 概要 

① 取組の経緯 

・株式会社ウジエクリーンサービスは平成 18(2006)年に宮城

県で４社目の障害者特例子会社に認定され障害者を雇用し

ています。 

・清掃部門（親会社のウジエスーパー店舗清掃）からスター

トし、平成 20(2008)年にはスーパーから出る食品残さの肥

料化事業部門を開始し、平成 23(2011)年には農業生産部門

の「無限てるてるファーム」を開設しました。自社製造の

有機質肥料を使用し、自社管理の農地で米、野菜、カモミ

ールを生産しています。現在、12 名の障害者が各部門で働

いています。 

・自社社員を県内初の第２号ジョブコーチとして育成し、雇用している障害者に対し、

各部門への仕事の割り振りや指示、生活相談等を専門的に行っています。 

 

② 取組の特徴 

・企業活動として、障害者雇用と自立支援を取入れ地域や社会に貢献しています。 

・食品循環資源の再生利用の取組を実施しています。 

・株式会社ウジエクリーンサービスは、生産した米を用いた

日本酒、味噌を地域のメーカーに製造委託し、親会社のス

ーパーでの販売や自社でネット販売を行う等農商工連携の

取組を実施しています。 

・カモミールは全量を長野県の化粧品製造メーカーのカミツ

レ研究所へ販売しています。 

・米、野菜は親会社のスーパーが販売先として確保されいて

いることが強みです。 

 

２ 今後の展望と課題 

・自社において、６次産業化による新商品開発を進めていきたいと考えています。 

・障害者の適性に合った仕事づくりを進めていくとともに、６次産業化の取組により収

益の向上を図っていきたい。 

 

事例 12 障害者特例子会社の農業参入と親会社での販路活用 

株式会社ウジエクリーンサービス（宮城県登米市） 
 



Ⅱ 攻めの農林水産業 ～東北における先進事例～ 
 

 - 132 -

甘草栽培と製品 

 

２ その他の医福食農連携の取組事例 
 

（１）薬用作物国産化のニーズに応えた産地形成等に向けた取組 

 

 

 

 

 

１ 概要                        

① 取組の経緯 

・甘茶は、抗酸化作用、抗アレルギー作用、整腸作用や歯周

病抑制作用が高いと言われており、古くから薬として利用

され、生産量の多くが漢方薬等の生薬材料として使用され

ています。 

・九戸村では、村おこしの一環として、1980 年代中頃から薬

用作物としての甘茶の生産を開始し、現在、30 戸の農家が

農薬や化学肥料を使わない栽培を徹底し、年間約 4.1 トン

を生産しています。 

・株式会社九戸村ふるさと振興公社が農家から全量を買い取

り、生薬原料として製薬会社等に販売する他、独自にお茶

を製造・販売しています。 

  

② 取組の特徴 

・同公社では甘茶の振興策を探るため、定期的に「九戸村『甘

茶』研究会」を開催し、村内の生産者や甘茶を取扱う英国

や京都のお茶専門店経営者等と意見を交換しました。 

 

２ 今後の展望と課題 

・健康志向が高まっている中で、大手企業数社からブランド

茶やダイエット甘味料としての要望があるほか、麺類、ア

イスクリームなど新たな需要に対応した新商品を開発中です。 

・九戸村の甘茶はヨーロッパに輸出され、紅茶や緑茶、コーヒーなどとのブレンドで楽

しまれており、英国や京都のお茶専門店等と連携し、さらなる海外展開を目指します。 

・福島での原発事故に伴う風評被害で、生薬メーカーとの取引量が大きく減少したこと

を受け、生薬原料以外の用途での新たな販路拡大・需要の掘り起こしが課題です。 

甘茶の産地形成と新商品の開発 

株式会社 九戸村ふるさと振興公社（岩手県九戸村） 
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トウキ栽培 

 

 

 

 

 

１ 概要 

① 取組の経緯 

・有限会社新庄最上有機農業者協会は、農薬及び化学肥料を

使用しない農法で、平成 22(2010)年に薬用作物の当帰（ト

ウキ）の試験栽培を始め、翌 23(2011)年から製薬会社と契

約し 50a を作付けしました。 

・平成 24(2012)年に薬用作物の芍薬（シャクヤク）について

も契約し 50a を作付けしました。 

・平成 29(2017)年にはトウキとシャクヤクの栽培面積を 10ha

に拡大する予定です。 

 

② 取組の特徴 

・提携製薬会社と千葉大学環境健康フィールド科学センターから栽培に関する技術指導

を受けています。 

・薬用作物を最上地域に広めるため、大学講師による栽培講習会を開催しています。 

 

２ 今後の展望と課題 

・製薬会社、大学等関係機関と連携し、当会が苗を生産、協

力農家が栽培を行うことにより、最上地域の薬用作物の一

大産地化を目指します。 

・作付けから収穫まで２～３年を要するため、短期的な収益

が見込めないこと、連作障害が発生しやすいため、他作物

との輪作等の対策が課題です。 

 

 

 

 

 

製薬会社、大学と連携した薬用作物栽培 

有限会社新庄最上有機農業者協会（山形県鮭川村） 
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紅の夢の加工品 

（２）介護食品・機能性の高い食品等の開発・生産・販売に向けた取組 

 
 
 
 
 
１ 概要 

① 取組の経緯 

・「紅の夢」は弘前大学藤崎農場が、平成 22(2010)年に品

種登録した果肉まで赤いりんごです。 

・このりんごの特徴である色合い、風味等を活かした商品

開発・販路拡大に向けて、平成 25(2013)年３月に大学、

地域の農業者、行政機関、種苗会社、加工業者などから

なる「赤い果肉りんご『紅の夢』普及推進委員会」が設

立されました。 

 

② 取組の特徴 

・りんごの赤い色は、抗酸化作用があり身体に良いとされるポリフェノールの一種「ア

ントシアニン」で、通常は「皮」の部分に含まれています。皮を剥いてりんごを食べ

る習慣のある日本では、この大事な部分を捨てていましたが、「紅の夢」は果肉にも

アントシアニンが存在するので皮を剥いても摂取できるという大きな特徴をもって

います。 

・地域の生産、流通関係者が一体となって「紅の夢」の普及

推進のための事業を展開しています。 

・平成 25(2013)年には「紅の夢」のほか、新たに登録する収

穫期が異なる２品種を加えて、赤い果肉りんごが３品種と

なるため、収穫期が９月下旬から 11 月半ばまでの長期間に

わたる生産・出荷体制の構築を目指しています。 

・平成 24(2012)～25(2013)年度には「新需要創造フロンテ

ィア育成事業（農林水産省）」を活用し、販路拡大に向

けて周知活動を展開しました。 

 

２ 今後の展望と課題 

・今後は「紅の夢」の機能性に着目した商品開発にも取り組

みます。 

・地元業者が試作したフリーズドライ製品は、多方面での活

用（嚥下障害者向けの病院食として口溶けがよく、りん

ごがもつ風味、色合いを残した製品）が期待されていま

す。 

・「紅の夢」の今後の普及推進・生産拡大については、食品事業者、洋菓子店などから

多くの関心が寄せられています。一方、りんご樹は一般的に植付け後、本格的に収穫

できるまで約６年間を要することなどから、生産者は市場の反応・評価、取引価格等

を見極めて、生産体制を検討中です。  

産学官連携による果肉まで赤いリンゴの生産・商品開発 

赤い果肉りんご「紅の夢」普及推進委員会（青森県藤崎町、平川市） 

紅の夢 
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じゅんさいエキス（粉末） 

 
 
 
 
１ 概要 

① 取組の経緯 

・平成 22(2010)年から機能性食品の研究開発を手掛ける株式

会社ハーベステックと秋田県総合食品研究センターがじゅ

んさいの機能性について研究を進め、じゅんさいの葉に緑

茶に匹敵するほどのポリフェノール含有（ポリフェノール

には、コレステロールや中性脂肪の合成・分泌を抑制する

等、生活習慣病予防・改善作用がある）を確認しました。 

・平成 24(2012)年には機能性食品開発・製造を手掛けるオリ

ザ油化株式会社が美容・アンチエイジングに効果的な新機

能性食品素材「じゅんさいエキス」の開発に成功しました。 

・平成 25(2013)年には、オリザ油化株式会社から「じゅんさいエキス」の提供を受け

た大手を含む各化粧品・食品メーカーが、独自の新商品「美容ゼリー」「栄養ドリン

ク」「サプリメント」等を開発・販売しており、新商品、取り扱いメーカーともに増

えています。 

 

② 取組の特徴 

・秋田県三種町は、国産じゅんさい生産量の９割を占める

特産地です。生食としては利用されない成長して開いた

葉の活用に着想しました。 

・じゅんさいの機能性研究、機能性素材開発に当たり産学

官の連携により取り組んでいます。 

 

２ 今後の展望と課題 

・生活習慣病予防・改善、美容のサプリメント開発、さらに特定保健用食品の新規素材

開発を行います。 

・遊休農地を活用し、生食として利用されない葉を大量供給体制を整備することにより、

農業生産性の向上を図ります。 

・じゅんさいの高付加価値化による新規事業と雇用の創出を図ります。 

・じゅんさいの葉は、水分含有 10％以下にした後、メーカーに引き取られますが、収

穫は高齢者が手作業で行っているので、膨大な量の確保が困難です。このため、収穫

作業の機械化を目指します。 

・生産量の確保には農家の参画が不可欠であるため、ＰＲして普及する必要があります。 

『じゅんさい』の葉の機能性に着目した商品開発 

森岳じゅんさいの里活性化協議会（秋田県三種町） 




